
○入札等監視委員会の設置及び運営について

平成６年５月31日６経第930号
大臣官房経理課長から大臣官房地
方課長、各局長、統計情報部長、
農林水産技術会議事務局長、各庁
長官、農林水産研修所長あて

最近改正 令和５年１月26日４予第1896号

このことについては、平成５年１２月２１日付けで中央建設審議会会長からの
建議を受けて「入札・契約手続の改善に関する具体的対応について」（平成６年
２月２３日付け６経第２０５号農林水産事務次官依命通達）において、入札監視
機関を設置することとされたところである。
また、平成１９年１１月２日の「公共調達の適正化に関する関係省庁連絡会議

」での申合せを受けて、「随意契約の適正化の一層の推進について」（平成１９
年１１月６日付け１９経第１１６８号大臣官房長通知）において、入札監視機関
を設置することとされたところである。
このため、下記のとおり入札等監視委員会の設置及び運営について定めるので

、これを参考として措置されたい。
なお、貴管下関係機関の長への周知及び指導（並びに貴管下特殊法人の長への

通知）については、貴職からお願いする。

記

第１ 趣旨
農林水産省の各部局における契約に係る競争参加条件の設定、資格の確認

、指名業者の選定等の手続の透明性を一層高めるとともに、随意契約の適正
化を推進するため、部局ごとに入札等監視委員会（以下「委員会」という。
）を設置するものとする。

第２ 委員会の設置部局及び契約担当官等の範囲
１ 委員会は、次の表の部局欄に掲げる部局の長（大臣官房にあっては、大臣

官房参事官（経理）。以下「部局長」という。）が、契約担当官等の範囲
欄に掲げる契約担当官等が締結した契約を対象として設置する。

部局 契約担当官等の範囲
大臣官房 大臣官房（食料安定供給特別会計を除く。）、農

林水産研修所及び農林水産政策研究所に設置され
る契約担当官等

農産局 本省内部部局（食料安定供給特別会計に限る。）
に設置される契約担当官等

横浜植物防疫所 各植物防疫所及び那覇植物防疫事務所に設置され
る契約担当官等

動物検疫所 動物検疫所に設置される契約担当官等
動物医薬品検査所 動物医薬品検査所に設置される契約担当官等
各地方農政局 設置単位の地方農政局に設置される契約担当官等
北海道農政事務所 北海道農政事務所に設置される契約担当官等
農林水産技術会議 農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センタ
事務局筑波産学連 ーに設置される契約担当官等
携支援センター
林野庁 林野庁内部部局及び森林技術総合研修所に設置さ

れる契約担当官等
各森林管理局 設置単位の森林管理局に設置される契約担当官等
水産庁 水産庁に設置される契約担当官等

２ 「「随意契約の適正化の一層の推進について」の運用方針等について」（



平成１９年１１月２２日付け１９経第１２５９号）の施行前に、公共工事
に係る契約を対象とした入札等監視委員会を設置していた部局については
、当該部局の長は、１の表の契約担当官等の範囲に掲げる契約担当官等が
締結した契約について、公共工事等に係るものと物品・役務等に係るもの
とに分けて委員会を設置することができる。

第３ 委員会の事務
１ 委員会は、次に掲げる事務を行う。
（１）各部局において、契約担当官等が行った契約（国の収入原因契約、国の

行為を秘密にする必要がある契約及び予定価格が予算決算及び会計令（昭
和２２年勅令第１６５号）第９９条第２号、第３号、第４号又は第７号に
掲げる金額を超えない契約を除き、これらを除く契約の変更契約を含む。
以下同じ。）に関し、入札及び契約手続の運用状況等についての報告を受
けること。

（２）対象契約のうち委員会が抽出決定したものに関し、一般競争参加資格の
設定の理由及び経緯、指名競争入札に係る指名の理由及び経緯並びに随意
契約の理由及び経緯等についての審議を行い、必要に応じて意見の具申又
は勧告を行うこと。

（３）「工事における入札及び契約の過程に係る苦情処理の手続について」（
平成１３年４月２７日付け１３経第１７３号大臣官房経理課長通知）の第
３に規定する再苦情、「請負工事成績評定要領」（平成１３年４月２７日
付け１３経第１８１号大臣官房経理課長通知）の第１１に規定する苦情及
び「指名停止等措置に係る苦情処理手続要領」（平成１９年３月１６日付
け１８経第１８４０号大臣官房経理課長通知）の第８に規定する再苦情（
以下「再苦情」と総称する。）の処理を行うとともに、再苦情を受けた者
が講じようとする措置の概要について報告を受けること。

（４）「公正入札等調査委員会の設置等について」（平成６年５月３１日付け
６経第９３１号大臣官房経理課長通知）別添の入札等談合情報等マニュア
ル（以下「談合等マニュアル」という。）第４（２）に基づき、入札等談
合情報等の内容、公正入札等調査委員会の審議の状況及び入札等手続の取
扱いに関する結論並びに各委員の意見について報告を受けること。

２ 委員は、談合等マニュアル第３に基づき、談合調査情報の対象となってい
る案件に係る入札等手続の取扱いについて意見を行う。

第４ 委員会の構成及び事務局の設置
１ 委員会は、契約に関する学識経験等を有し、公正中立の立場を堅持できる
者３人以上をもって構成する。
なお、委員の中から、委員長を互選するものとする。

２ 委員会に、事務局を置く。
事務局は、監査部門の職員が所属する課に置くものとし、当該課の監査官

等が庶務を行うものとする。ただし、該当する課がない場合には、契約部門
の職員が所属する課に置くものとし、契約に直接関与しない職員が庶務を行
う。

第５ 会議
１ 第３の１（１）及び（２）の事務に係る会議（以下「定例会議」という。
）は、次により行う。

（１）定例会議は、原則として（２）の表の開催時期欄に掲げる時期に開催す
る。ただし、部局の業務の繁忙期に当たる場合には、その時期を外して開
催することは差し支えないものとする。

（２）定例会議における第３の１（１）の報告は、それぞれ次の表の報告対象
期間欄に掲げる期間に締結した契約を対象とする。

開催時期 報告対象期間
５月又は６月 第３・第４四半期（１０月～３月）
８月又は９月 第１四半期（４月～６月）



１１月又は１２月 第２四半期（７月～９月）

（３）第３の１（１）の報告は、事務局が、次の表の事項欄に掲げる事項のう
ち該当する事項について、対応する作成する資料欄に掲げる資料を作成し
て、委員会に提出することにより行うものとする。

事項 作成する資料
競争入札による契約 競争入札（公共工事等）（別紙様式第１）
（公共工事等）

随意契約（公共工事等）（別紙様式第２）
随意契約（公共工事等）
競争入札による契約 競争入札（物品役務等）（別紙様式第３）
（物品・役務等）
随意契約（物品・役務等 随意契約（物品役務等）（別紙様式第４）
）
再度入札における一位不 再度入札における一位不動状況（別紙様式
動の状況（土木一式工事 第５）
、建築一式工事）
再度入札における一位不 再度入札における一位不動状況（別紙様式
動の状況（測量、建設コ 第６）
ンサルタント、地質調査
、補償コンサルタント、
その他の公共工事等）
再度入札における一位不 再度入札における一位不動状況（別紙様式
動の状況（物品の製造、 第７）
物品の購入、役務の提供
等）
指名停止 指名停止等一覧表（別紙様式第８）

（４）定例会議において審議を行う契約（以下「審議対象契約」という。）の
抽出は、当該定例会議に先立ち、委員が別紙様式第１から別紙様式第４に
記載されている契約の中から、入札方式別に委員会が定める方法により行
うものとする。
この場合において、抽出を行う委員は、一般競争入札、指名競争入札又

は企画競争による随意契約であって応札者（応募者を含む。以下同じ。）
が１者の契約及び公益社団法人又は公益財団法人（一般社団法人及び一般
財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す
る法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１８年法律第５
０号）第４２条第１項に規定する特例社団法人又は特例財団法人を含む。
以下「公益法人等」という。）を相手方とする契約については、当該契約
に関し、競争性が確保されているか審議する必要があるため、重点的に抽
出するものとする。
なお、事務局は、応札者が１者の契約及び公益法人等を契約の相手方と

する契約について、重点的に抽出が行えるよう当該契約に関する情報を適
切に提供するものとする。

（５）審議対象契約に関する説明は、次の事項を記載した資料を提出して、契
約担当課等の担当者が実施するものとする。
ア 契約件名
イ 事業概要
ウ 入札・契約手続審査委員会審査状況
エ 競争方式
オ 応札者数
カ 契約相手方（公益法人等の有無を含む。）
キ 契約締結日
ク 履行期間
ケ 予定価格（契約限度額を含む。）



コ 契約金額
サ 落札率
シ 入札公告（公示）日
ス 入札公告（公示）期間
セ 応札者の条件
ソ １者応札（応募）の原因
タ １者応札（応募）の改善策
チ 指名事業者選定理由
ツ 随意契約理由

２ 第３の１（３）の事務に係る会議（以下「再苦情処理会議」という。）は
、第７の２の場合、必要に応じ開催する。
なお、再苦情の申立は、再苦情申立書（別紙様式第９）を提出して行うも

のとする。
３ 会議は、非公開とする。

第６ 意見の具申又は勧告
１ 委員会は、第３の１（１）又は（２）の事務に関し、報告の内容又は審査
した契約に係る理由及び経緯等に不適切な点又は改善すべき点があると認め
たときは、必要に応じて、部局長に対して意見の具申又は勧告を行うことが
できる。

２ 部局長は、委員会から１の意見の具申又は勧告があったときは、大臣官房
参事官（経理）に速やかに報告（部局長が地方支分部局又は施設等機関に係
るものである場合には、本省庁取りまとめ部局の長を通じて報告）するとと
もに、大臣官房参事官（経理）との協議により当該意見の具申又は勧告に係
る事案が重要なものであると判断した場合には、速やかに大臣官房長に報告
（部局長が地方支分部局又は施設等機関に係るものである場合には、本省庁
取りまとめ部局の長が報告）するものとする。

３ 部局長は、委員会から１の意見の具申又は勧告があったときは、事案の調
査及び改善策等の検討を行い、その結果を大臣官房参事官（経理）に報告（
部局長が地方支分部局又は施設等機関に係るものである場合には、本省庁取
りまとめ部局の長を通じて報告）するものとする。
また、当該意見の具申又は勧告について、重要なものとして大臣官房長に

報告したものである場合には、部局長は、事案の調査及び改善策等の検討結
果について、大臣官房長に報告（部局長が地方支分部局又は施設等機関に係
るものである場合には、本省庁取りまとめ部局の長が報告）するとともに、
必要に応じて、政務三役及び事務次官に、当該意見の具申又は勧告の内容及
びこれに対して措置する事項を説明（部局長が地方支分部局又は施設等機関
に係るものである場合には、本省庁取りまとめ部局の長が説明）するものと
する。

４ 部局長は、２及び３に規定する報告及び説明を行った後、当該意見の具申
又は勧告に対して措置する事項を実施するとともに、その実施内容について
、直後の定例会議において委員会に報告しなければならない。

５ 委員会は、１の意見の具申又は勧告を行った場合に必要があると認めると
きは、その内容を公表することができる。

第７ 再苦情の処理
１ 再苦情を受ける者は、第３の１（３）の事務に関し、再苦情の申立てがあ
った場合、委員会に審議を依頼するものとする。

２ 委員会は、第３の１（３）の事務に関し、１の再苦情の審議の依頼があっ
た場合、再苦情処理会議を開催し、審議を行うものとする。
なお、審議は申立者及び再苦情を受けた者からの書面に基づくほか、必要

と認める方法により行うことができる。
３ 委員会は、２の審議を終えたときは、意見書を作成し、その結果を再苦情
を受けた者に報告するとともに、必要があると認めるときは、これを公表す
ることができる。
なお、当該報告は、１の再苦情の申立てがあった日からおおむね５０日以



内に行わなければならないものとする。

４ 再苦情を受けた者は、第３の１（３）の事務に関し、講じようとする措置
の概要について、直近の会議に報告するものとする。

５ 再苦情を受けた者は、第３の１（３）の事務に関し、以下の点に留意する
ものとする。

（１）再苦情の申立ては、原則として、入札・契約手続の執行を妨げるもので
はないこと。

（２）申立者から入札・契約手続の執行停止の申出があったときは、委員会の
意見を聴くものとすること。

（３）再苦情の申立ての却下は、再苦情申立書を受けた日の翌日から起算して
７日（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第
１項に規定する休日を含まない。）以内に行わなければならないこと。

（４）委員会から申立てが認められなかった場合は、申立てに根拠が認められ
ないと判断された理由について、委員会の判断を的確に示しつつ、申立者
が十分理解できるよう、直ちに通知するものとする。

第８ 公表
部局長は、次の事項については、インターネットを利用して閲覧に供する

方法により公表する。
（１）委員の構成

委員の氏名及び職業を毎年度、その年度の最初の委員会開催後遅滞なく
、公表するものとする。
なお、委員の変更があった場合には、変更後最初の委員会の開催後遅滞

なく公表するものとする。
（２）審議に係る議事の概要

部局長は審議に係る議事の概要を別紙様式第１０により取りまとめの上
、別紙様式第１から別紙様式第４までのほか必要な資料とともに、委員会
終了後遅滞なくこれを公表するものとする。

附 則
１ 本通知は、平成２１年４月１日から施行する。
２ 平成２０年度の第４四半期分の報告においては、第４の１の（２）の別紙様
式１及び２は、なお従前の例による。

附 則（平成２３年３月１０日付け２２経第１９３０号）
この通知は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則（平成２３年３月２３日付け２２経第１９９２号）
この通知は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則（平成２３年８月３１日付け２３経第８１５号）
この通知は、平成２３年９月１日から施行する。

附 則（平成２４年６月２２日付け２４経第３２９号）
この通知は、平成２４年６月２２日から施行する。

附 則（平成２７年３月２４日付け２６経第１６２８号）
この通知は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則（平成２７年９月３０日付け２７経第８３９号）
この通知は、平成２７年１０月１日から施行する。

附 則（平成２９年１２月２２日付け２９予第１６４８号）
この通知は、平成２９年１２月２２日から施行する。



附 則（令和３年３月２４日２予第２６１６号）
この通知は、令和３年３月２４日から施行する。

附 則（令和３年６月２９日３予第６５７号）
この通知は、令和３年７月１日から施行する。

附 則（令和４年６月２７日４予第５７３号）
この通知は、令和４年６月２７日から施行する。

附 則（令和５年１月２６日４予第１８９６号）
この通知は、令和５年１月２６日から施行する。



※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

名称 住所

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

公共工事の名称、場所、期
間及び種別

別紙様式第１

競争入札（公共工事等）

所在地

契約金額予定価格

特別な競争
参加資格
（※応札者
の数が１の
場合の記載
事項）

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名
称及び所在地

国認定、都
道府県認定
の区分

契約を締結した日 備　　考

商号又は名
称

落札率

公益法人の場合

一般競争契
約・指名競
争契約の別
（総合評価
の実施）

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含
む。）

公益法人の
区分

応札者の数



住所

随意契約に
よることと
した会計法
令の根拠条
文（企画競
争等）

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含
む。）

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

提案者の数

別紙様式第２

随意契約（公共工事等）

名称

落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が農
林水産省が
所管する特
例社団法人
又は特例財
団法人の場
合の記載事
項）

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

予定価格

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

契約金額

商号又は名
称

公共工事の名称、場
所、期間及び種別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

所在地

契約を締結した日

公益法人の場合

公益法人の
区分

国認定、都
道府県認定
の区分

備　　考
競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない理由



※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

別紙様式第３

競争入札（物品役務等）

応札者の数

公益法人の場合

備　　考

一般競争契
約・指名競
争契約の別
（総合評価
の実施）

契約金額

公益法人の
区分

名称 住所

契約を締結した日 落札率

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

国認定、都
道府県認定
の区分

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名
称及び所在地

物品役務等の名称及び数量

特別な競争
参加資格
（※応札者
の数が１の
場合の記載
事項）

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含
む。）

商号又は名
称

予定価格

所在地



別紙様式第４

随意契約（物品役務等）

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

名称 所在地

落札率
うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含
む。）

備　　考

商号又は名
称

契約金額

公益法人の場合

公益法人の
区分

国認定、都
道府県認定
の区分

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が農
林水産省が
所管する特
例社団法人
又は特例財
団法人の場
合の記載事
項）

提案者の数予定価格

住所

随意契約に
よることと
した会計法
令の根拠条
文（企画競
争等）

競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない理由



別紙様式第５

再 度 入 札 に お け る 一 位 不 動 状 況

（期間　　年　月　日～　年　月　日）

再 度 入 札 に お け る 一 位 不 動 状 況

第２回入札における状況 ※２

入札件数 一位不動件数 割合 入札件数 一位不動件数 割合

等級 (件) (件) (件) (％) (件) (件) (％)

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

※１　予定価格の金額に相当する等級ごとに、期間中における総入札件数及び再度入札における一位不動状況を記載すること。

※２　入札回数は、原則として２回を限度としているが、第３回入札を行ったものについて、その状況を記載すること。

土木一式工事

建築一式工事

総入札件数

 その他の工事

工事種別



別紙様式第６

再 度 入 札 に お け る 一 位 不 動 状 況

（期間　　年　月　日～　年　月　日）

再 度 入 札 に お け る 一 位 不 動 状 況

第２回入札における状況 ※

入札件数 一位不動件数 割合 入札件数 一位不動件数 割合

等級 (件) (件) (件) (％) (件) (件) (％)

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ

Ｂ

Ｃ

※１　予定価格の金額に相当する等級ごとに、期間中における総入札件数及び再度入札における一位不動状況を記載すること。

※２　入札回数は、原則として２回を限度としているが、第３回入札を行ったものについて、その状況を記載すること。

その他

業務種別 総入札件数

測量

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

地質調査

補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ



別紙様式第７

入札件数 一位不動件数 割合 入札件数 一位不動件数 割合

等級 （件） （件） （件） （％） （件） （件） （％）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

※予定価格の金額に相当する等級ごとに、期間中における総入札件数及び再度入札における一位不動状況を記載すること。

第３回入札における状況

物品の製造

物品の購入

役務の提供等

合計

総入札件数

再度入札における一位不動状況

（期間：　　年　　月　　日～ 　　年　　月　　日）

契約種別

再度入札における一位不動状況

第２回入札における状況



別紙様式第８
指名停止等一覧表

（期間 年 月 日～ 年 月 日）

業 者 名 本 社 所 在 地 指 名 停 止 期 間 該 当 事 項 指名停止の理由

平成 年 月 日～平成 年 月 日
（ か月）

注： 該当事項の欄には、部局所掌の「工事請負契約指名停止等措置要領」に定める別表第１及び別表第２に掲げる措置要件又は「物品の製
造契約、物品の購入契約及び役務等契約指名停止措置要領」の別表に掲げる措置要件のうち該当するものを記入する。



別紙様式第９

再 苦 情 申 立 書

年 月 日

（部局長） 殿

申立者

（住 所）

（電 話 番 号）

（商号又は名称）

（代 表 者 氏 名）

１ 再苦情申立ての対象となる工事名

２ 不服のある事項

３ ２の主張の根拠となる事項



別紙様式第１０

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件
（抽出率 ％） （抽出率 ％）

件

（抽出率 ％）

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の
案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件

抽出案件

抽
出
案
件
内
訳

工事

その他の指名競争

随
意
契
約

公募型プロポーザル

一般競争

開催日及び場所

委員

審議対象期間

審議対象案件

　　　　入札等監視委員会　審議概要

（ホームページ掲載日：　　年　　月　　日）

指
名
競
争

公募型指名競争

工事希望型競争

その他の指名競争

随意契約

業務

一般競争

指
名
競
争

公募型競争

簡易公募型競争

簡易公募型プロポーザル

標準型プロポーザル

その他の随意契約

一般競争

指名競争
物品・
役務等

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件



件 うち、１者応札案件 件

件

件 うち、１者応札案件 件

件

（詳細に記述すること。） （詳細に記述すること。）

事務局：　　　　　　　　　

抽
出
案
件
内
訳

回答等

委員会による意見の具申又は勧告の内容

［これらに対し部局長が講じた措置］

(注1)必要があるときは、各事項を著しく変更することなく、所要の変更を加えることができる。

(注2)公益社団法人等とは、公益社団法人又は公益財団法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する
法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する
法律第４２条第１項に規定する特例社団法人又は特例財団法人を含む。）をいう。

随意契約（企画競争・公募）

随意契約（その他）

物品・
役務等

（特記事項）

委員からの意見・質問、それに対する回答
等

意見・質問

契約の相手方が公益社団法人等の案件

契約の相手方が公益社団法人等の案件


